
   
 

1 

報道発表資料 

ガス自由化をめぐるトラブル速報！Ｎｏ．２ 

平成２９年３月３０日 

独立行政法人国民生活センター 

経済産業省電力・ガス取引監視等委員会 

 

ガスの小売全面自由化までまもなくです！  

‐正確な情報を収集し、契約内容をよく理解しましょう！便乗した勧誘にも気をつけましょう‐ 

 

平成２９年４月１日より、ガスの小売全面自由化が始まります。 

これまで、消費者向けの都市ガスの契約は地域ごとに特定の事業者としか契約でき

ませんでしたが、自由化により複数の様々な業種や業態の事業者の中から消費者が契

約先を選択することが可能となります。既にガスの小売全面自由化に向けて事業者に

よる事前営業活動等が行われていますが、国民生活センター及び各地の消費生活セン

ター並びに経済産業省電力・ガス取引監視等委員会に、消費者の皆様からガスの小売

自由化に関する相談が寄せられています。 

そこで、現在の相談件数等をお知らせするとともに、ガスについて、よく理解して

契約し、また便乗したトラブルに遭わないために、平成２８年４月から自由化されて

いる電力の小売全面自由化に関する相談事例を参考に、消費者向けのアドバイスを提

供します。 

 

１．相談件数 

（１）国民生活センター及び消費生活センターへの相談状況 

  PIO-NET1によると、ガスの小売全面自由化に関する相談件数は、図１のとおり、

本年１月以降、２４件の相談が寄せられています。 

 

 

 

 

 

                                                   
1 PIO-NET（パイオネット：全国消費生活情報ネットワークシステム）とは、国民生活センターと

全国の消費生活センター等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄積

しているデータベースのこと。本資料の相談件数は、平成 29年 2月 28日までに登録されたデー

タである。 
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図１．ガスの小売全面自由化に関する相談件数の推移 

 
 

（２）経済産業省電力・ガス取引監視等委員会の相談窓口への相談状況 

  電力・ガス取引監視等委員会の相談窓口には、本年１月以降、９件（２月２８日

現在）の相談が寄せられています。 

 

２．電力・ガス取引監視等委員会において想定される事例 

【事例１：ガスの小売全面自由化に伴い不要な機器等の販売を行なう事例】 

  今のところガス会社の変更は考えていないが、ガス機器関連会社と名乗る人が自

宅を訪れ、「４月からのガスの小売全面自由化に伴い、メーターの交換が必要とな

った」と説明を受け、ガスメーターの交換費用を請求された。 

 

【事例２：未登録のガス小売事業者から営業を受けた事例】 

  ガスの小売全面自由化により新たに参入したガス会社を名乗る人から電話があ

り、ガス供給契約の切替えを勧められたが、国の登録を受けていない事業者だった。 

 

【事例３：契約先を切り替えたと思っていたが切り替わっていなかった事例】 

  インターネットでガス会社の変更手続きを行い、既に新しいガス会社からガスが

供給されていると思っていたが、元のガス会社からガス料金の請求書が届き、切替

えができていないことがわかった。 

 

３．消費者へのアドバイス 

（１）ガスの小売全面自由化に伴ってガスメーターやガス器具（ガスコンロ、ガス給

湯器等の消費機器）の変更が必要となることはありません。また、ガス小売事業

者の切替えを行なう場合も、都市ガス事業者間の切替えの場合、ガスメーターや

ガス器具の取替えは必要ありません。但し、ＬＰガス販売事業者・簡易ガス事業

者からＬＰガスの供給を受けている場合やオール電化の場合、都市ガスに切り替

えるためには、ガスメーターの設置や都市ガス用の配管が必要となる場合がある

ほか、ガス器具の調整や取替え等が必要となる場合があります。 

   電気の小売全面自由化では、架空のメーター交換を口実とした料金請求や便乗
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営業等の事案が発生しましたので、十分注意しましょう。 

 

（２）平成２９年４月１日のガスの小売全面自由化後、都市ガス・簡易ガスの販売を

行なうためには、販売開始までにガス小売事業者としての登録を受ける必要があ

ります。平成２９年３月までに、一般ガス事業、簡易ガス事業の許可を受けてい

る事業者については、同年４月以降、ガス小売事業の登録を受けたものとみなさ

れる予定です（みなしガス小売事業者）。登録を受けた事業者のリストは資源エ

ネルギー庁のホームページにおいて公表していく予定です。ただし、自ら登録を

受けていない事業者でも、登録を受けたガス小売事業者（みなしガス小売事業者

を含む）の代理・媒介・取次業者として勧誘を行うことも認められていますので、

当該事業者にご確認いただくとともに、場合によってはガス小売事業者にも当該

事業者が実際に代理・媒介・取次業者であるかを確認することをお勧めします。 

 

（３）ガス小売事業者と契約を締結した場合、ガス小売事業者から書面が交付され、

ガスの供給開始日を含めた契約内容をこの書面で確認することができます。書面

が交付されていない場合には、契約が締結されていない可能性がありますので、

ガス小売事業者に問合せ、確認することをお勧めします。 

 

（４）その他、ガスの小売全面自由化に関し、不明なことなどがあれば、経済産業省

電力・ガス取引監視等委員会の相談窓口（０３－３５０１－５７２５）または最

寄りの消費生活センターに相談しましょう※。 

 ※消費者ホットライン：局番なしの１８８
い や や

 

４．情報提供先 

 消費者庁消費者政策課   （法人番号 5000012010024） 

 消費者庁消費者調査課   （法人番号 5000012010024） 

 消費者庁取引対策課    （法人番号 5000012010024） 

 内閣府消費者委員会事務局 （法人番号 2000012010019） 

<title>ガスの小売全面自由化までまもなくです！ － 正確な情報を収集し、契約内容をよく理解しましょう！便乗した勧誘にも気をつけましょう － </title> 


